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企画部 

 

企画政策課 

 

１．政策調整係 

(１) 総合計画に関すること 

まちづくりの基本方針として平成１７年度に策定した志摩市総合計画のうち、前期５年間が平

成２２年度をもって終了することから今後５年間の後期基本計画（Ｈ２３～H２７）を、平成２１年度

から２２年度の２ヵ年の継続で策定するため、審議会２回、市民アンケート調査、前期基本計画の

検証等のヒアリング、ワークショップなどの作業を行った。 

志摩市総合計画実施計画については、財政健全化アクションプログラムとの整合性を図るた

め、通年は３ヵ年分を対象に作成し、毎年見直しを行うところ、平成２１年度から２６年度までの６

ヵ年を対象とし作成作業を行った。 

 

(２) 伊勢志摩地区広域市町村圏協議会に関すること 

幹事会及び協議会に出席し、法定協議会の廃止、今後の伊勢志摩地区広域連携のあ

り方などについて協議を行った。また、三重県知事へ「広域行政に関する提言」として要

望活動を行い、伊勢志摩連絡道路の未整備区間の早期着手などの要望について調整を

行った。 

 

(３) 市町村合併支援交付金に関すること 

三重県市町村合併支援交付金(県交付金)について、道路台帳整備事業、電算システ

ム統合事業、総合計画後期基本計画策定事業などの交付対象事業の申請を行い、８７，

０００千円の交付を受けた。 

 

(４) 志摩市土地開発公社に関すること 

決算審査、定期監査及び理事会を３回開催した。また、県からの情報を受けて、今後、

土地開発公社の活用が見込めない場合の廃止について検討していく旨を理事会へ報告

した。 
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（５） 国の経済危機対策にかかる臨時交付金事務に関すること 

   地域活性化のための国の経済危機対策として、平成２０年度からの繰越事業である地

域活性化・生活対策臨時交付金４２６，７０５千円の他、地域活性化・経済危機対策臨時

交付金４４４，５４０千円、地域活性化・公共投資臨時交付金１１，４２８千円の交付を受け、

交付金の趣旨に沿った緊急性の高い施設改修事業などに、交付金を充当し執行した。 

なお、地域活性化・経済危機対策臨時交付金は、交付金全額のうち２８８，１２９千円を

平成２２年度へ繰り越し、地域活性化・きめ細かな臨時交付金については、交付金全額の

３８１、３１９千円を平成２２年度へ繰り越した。 

 

２．行政改革係 

(１) 行政改革に関すること 

行政改革推進委員会は、平成２２年度から５年間の新たな行政改革実施計画を策定

するための協議を中心として３回開催した。また、３月２９日には、行政改革の推進につい

て委員会からの答申を受けた。 

行政改革推進本部会議についても、新たな行政改革実施計画の策定に関する事項な

どを協議するため３回開催した。また、組織機構専門部会を開催し、各部局から見直し提

案の報告を受け協議を行った。 

施設の統廃合等により生じる跡地や施設等の利活用を検討する、跡地、施設等の利活

用検討プロジェクトチームを立ち上げ、浜島小学校、迫塩小学校の統廃合後の跡地及び

施設の利活用などについて協議を行った。 

 

３．まちづくり推進係 

(１) 離島振興に関すること 

間崎島、渡鹿野島の島民によって設立された志摩市離島振興協議会に１００，０００円

の補助金を支出し、協議会活動の支援を行った。また、アイランダー２００９へ出展し、各

島の PR に努めた。 

離島体験滞在交流促進事業のメニューを活用し、間崎島及び渡鹿野島の離島開発総

合センターのバリアフリー化工事を実施した。 

    ①間崎島開発総合センター改修工事設計監理業務 

        委託業者：寺本建築設計事務所 

        契約金額：１，０１７，４５０円     
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②間崎島開発総合センター改修工事 

    請 負 者：志幸建設 

    契約金額：９，５４２，４００円 

③渡鹿野島開発総合センター改修工事設計監理業務 

委託業者：阪本建築設計事務所 

契約金額：９８７，０００円 

    ④渡鹿野島開発総合センター改修工事 

請 負 者：有限会社松正建設 

契約金額：８，８１１，６００円 

 

(２) 半島振興に関すること 

   全国半島振興協議会について、県内加盟市町との連絡調整を行った。 

 

(３) 英虞湾架橋建設促進協議会に関すること 

英虞湾架橋建設促進協議会に４００，０００円の補助金を支出し、協議会活動の支援を

行い、平成２１年５月に三重県知事及び紀勢国道事務所長、平成２２年１月に三重県選

出国会議員への要望活動を行った。 

 

(４) 英虞湾指定航路確保に関すること 

英虞湾指定航路の離島及び国道２６０号海上ルートを確保するため、国・県・事業者と

の連絡調整を行い、事業者である志摩マリンレジャー株式会社に８，０００，０００円の補助

を行った。 

 

（５） 公共交通施策に関すること 

バス運行について県及び事業者との調整を図り、三重交通株式会社に業務委託、運

行助成、補助金の支出を行い、市民の移動手段としてのバス交通の維持確保に努めた。 

市の今後の生活交通のあり方についての総合的な方針を明確にするため、志摩市生

活交通計画検討会を３回開催し、志摩市生活交通計画を策定した。 

志摩市地域公共交通会議を２回開催し、磯部地域予約運行型バスの運行内容見直し

及び志摩市生活交通計画についての協議を行った。 
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志島循環バス運行委託料                      １８，６０４，９５０円 

    浜島港線バス運行委託料                       ４，３３４，４００円 

    名田・畔名路線バス乗り入れ運行助成金           ４，７４２，４００円            

    磯部的矢線第３種生活路線維持費補助金            ９３９，０００円   

磯部地域予約運行型バス試行運行業務委託料    １１，９９９，５５０円 

 

(６) 移住・定住推進に関すること 

三重県移住・交流ポータルサイト「美し国みえの田舎暮らし」に参加し、情報提供を行っ

た。 

 

４．市民参画係 

(１) 地域間交流に関すること 

志摩ロードパーティ／ハーフマラソン２００９の活動事業費として、８００，０００円を補助

するとともに、事業運営に対し協力をした。 

岐阜県郡上市白鳥町のふるさとしろとり夢まつり及び愛知県豊川市の豊川おいでん祭

に参加し、市民間交流の推進について郡上市、豊川市の担当部局と協議した。 

 

(２) あおさプロジェクトに関すること 

   あおさの消費拡大のため、食材としての認知度向上を図るためのイベントとして、ノベル

ティーの配布及び関連商品の紹介やアンケート調査を実施した。 

 

 (３) 志摩びとの会に関すること 

志摩市応援倶楽部「志摩びとの会」の会報誌発行等により、志摩市の情報発信と交流

を行った。 

志摩びとの会名古屋交流会と志摩の旨いもんシンポジウムを同時開催し会員約７０名

の参加を得た。 

 

(４) ふるさと応援寄附に関すること 

ふるさと応援寄附制度により、平成２1 年度中に６９６，３２０円の寄附を得た。 

寄附金は全額、ふるさと応援基金として積み立てた。 

寄附者の意向により、基金から８０，０００円を繰り入れ、御座地区の環境整備に対する
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補助金として活用した。 

平成２１年度末の基金残高  ５，２１７，４６２円 

 

(５) 国際交流に関すること 

志摩市国際交流協会の活動事業費として７００，０００円を補助し、協力して各種事業を

行った。 

また、クッキングセミナー、世界新体操選手権応援事業、日帰り研修、食の交流事業、

日本語教室設立などの事業支援を行った。 

 

(６) 三重大学友好協定事業に関すること 

「三重大学・志摩市 文化フォーラム２００９」を三重大学と共催して３回開催した。延べ６

３名の参加を得た。 

 

(７) ＮＰＯ、ボランティア団体支援に関すること 

   市民活動支援センターに臨時職員を配置するとともに、市民グループへの中間支援体

制の充実のため先進地センター視察や各種セミナーに参加した。 

また、登録団体の主催イベント等の取材を通じて情報収集に努めた。 

昨年度に引き続き、市民活動支援センターの利用方法などを紹介したリーフレット作成

をした志摩市ボランティア連絡協議会に対し１００，０００円の補助金を交付した。 

 

（８） 男女共同参画に関すること 

男女共同参画推進懇話会において、推進プランに基づく志摩市の男女共同参画推進

について検討を行った。 

啓発事業としては商工会青年部及び志摩青年会議所と連携して、企業向けの研修会

を開催し８０名の参加を得たほか、教育委員会・女性の会と共催で市岡裕子講演会「ゴス

ペルソングに救われて」を開催し、約１２０名の参加を得た。 

また、市内の中学校を対象に、男女共同参画に関する勉強会を実施した。 

男女共同参画シティーネット会議、三重県チャレンジサポーター会議に出席し、他市町

との情報交換を行った。 
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５．統計係 

(１) 統計調査に関すること 

   学校基本調査、経済センサス基礎調査、世界農林業センサス、工業統計調査及び港

湾調査、全国消費実態調査、国勢調査調査区設定の各調査を実施した。 

 

 

情報政策課 

１．情報推進係 

(1) 地域情報化計画の策定・高度情報化に関すること 

平成２０年度に策定した地域情報化計画を市ホームページに掲載した。 

 

(2) 電子計算機処理に係るデータの保護管理に関すること 

新採用職員・臨時職員等について、採用時の情報セキュリティ研修を行った。 

財団法人地方自治情報センター主催のｅ－ラーニング研修に参加し、市情報セキュリ

ティポリシーの役職に応じた研修を実施した。 

 

(3) 地域情報システムの開発及び運用に関すること 

前年度に引き続き、住民対話システム・動画配信システム・メール配信システム・情報

公開端末の運用を行った。 

 

(4) 地理情報システム（ＧＩＳ）に関すること 

庁内簡易ＷｅｂＧＩＳによりデジタル地図・航空写真・地番図等のデータを提供し、庁内

全般の業務に活用した。 

県共有デジタル地図事業において、検討部会等へ参加を行い、ＧＩＳ利活用の研究・

方向性について検討した。 

 

(5) 地上デジタル放送に関すること 

   地上デジタル放送への移行推進のため総務省デジサポ三重と連携し、地元説明会の

開催について支援を行った。 
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２．電算システム係 

(1) 電子計算機事務に関すること 

情報システムの利用許可、仮パスワードの交付及びアプリケーションソフトのインストー

ル許可等の事務処理を行った。 

 

(2) 電子計算機の運用・管理に関すること 

合併時に導入したシステムのサーバ等機器について、耐用年数が経過し、性能が低く

なっていたため、機器更改を行った。 

２０年度（繰越） 電算システム機器等更新業務 

請負者  株式会社松阪電子計算センター 

請負金額 ９１，８３３，２７６円 

 

内部情報系情報システム端末２７８台及び住民情報系情報システム端末１２０台を購入

し、内部情報系については、課員が設定作業及び古い端末との交換を行い、住民情報

系については、電算会社に委託して設定作業及び古い端末との交換を行った。 

２０年度（繰越） 内部情報系システム及び業務系システム端末購入 

   購入先 株式会社アタケ志摩営業所 

   購入費 ２７，７２０，０００円 

住民情報系情報システム用プリンター４８台を購入し、情報システム端末とあわせて電

算会社に委託して設定作業及び古い機器との交換を行った。 

２０年度（繰越） 業務系システム機器（プリンター）購入 

購入先 株式会社松阪電子計算センター 

購入費 ５，７７５，０００円 

内部情報系情報システム端末へのアプリケーションソフトのインストールや、使用状況

に合わせた設定作業を行った。 

情報システム及び機器の障害発生に適宜対応した。 

電算システム機器等保守委託 

委託先 株式会社松阪電子計算センター 

委託料 ３１，５４５，７２３円 

電算システム等運用保守委託 

委託先 株式会社松阪電子計算センター 



 - 88 -

委託料 ８，４８６，１００円 

   情報システムの適正な調達方法、見積書の見方などについて、県下市町が共通課題

として情報交換等を行う勉強会に参加した。 

 

(3) 電算システム開発に関すること 

新システムの導入にあたり、担当課及び電算会社との調整を行った。 

地籍調査関係システム 

都市計画課・株式会社上智 

学校関係システム 

  教育総務課･株式会社松阪電子計算センター 


